
特 集   介 護 問 題 と 家 計

　経済学に基づいて考えると、子供が親の介護

を行う場合、親から子供に世代間移転が行われ

る可能性が考えられる。たとえば、親が戦略的

遺産動機を持つなら、自分の面倒を看てくれた

子供に遺産を多く渡すと約束することで、子供

から介護を引き出そうとする。介護保険制度が

存在しても家族介護と介護保険による介護サー

ビスが代替的でない場合、親が戦略的遺産動機

に基づいて行動することで子供（家族）による

介護が維持される可能性がある 1）。

　わが国で人々がどのような遺産動機を持つか

を分析した研究は、アンケート調査によって遺産

1　はじめに
　高齢化が進むわが国では、高齢者の介護を取

り巻く問題への対応が大きな政策的課題となっ

ている。政府は「介護離職ゼロ」を目指し、介

護人材の確保などの介護サービス提供体制の整

備、介護に取り組む家族の仕事と介護の両立の

ための働き方改革の推進、高齢者が健康を維持

し介護を必要とせずに生活するための環境づく

りなどを推進している。「介護の社会化」を目指

して 2000 年に介護保険制度が創設されたにもか

かわらず、このように介護離職が社会問題化す

る程に家族の介護負担が重いのはなぜだろうか。

〜要旨〜
　本稿では、家計経済研究所「消費生活に関するパネル調査」とゆうちょ財団「家計と貯蓄に関する

調査」の個票データを用いて、世代間資産移転と家族介護の関係及び近年の変化を分析した。その結果、

子供による親の介護は遺産や生前贈与の受取と正の相関を持つことが確認された。具体的には、まず、

親の死亡前に子供がその親の主な介護者だった場合、生存配偶者と子供の間の遺産配分において子供

がより多くの割合を受け取る傾向が見られた。また、子供間での遺産配分においても、親の介護をし

ていた子供が他の兄弟姉妹よりも多くの割合を受け取る傾向があった。さらに、親からの生前贈与の

受取は、子供が親と同居する確率や親を介護する確率と正の相関を持つことが分かった。最後に、近年

の世代間資産移転と家族介護の関係に変化が見られるか確認したところ、家族介護の割合が低下して

いることと、若い世代では親の老後の面倒を看た子供が遺産を多く受け取る傾向が弱まりつつあるこ

とが示唆された。
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の変化を分析する。分析に用いたデータは、公

益財団法人家計経済研究所の「消費生活に関す

るパネル調査」（以下、家計研データ）と、一般

財団法人ゆうちょ財団及び旧郵政総合研究所の

「家計と貯蓄に関する調査」（以下、ゆうちょ財

団データ）である。両データは、親から子供（回

答者あるいはその配偶者）への世代間資産移転

と子供による親の介護状況を知ることができる、

わが国の数少ないデータである。

　分析の結果、世代間資産移転と家族介護の間

には正の相関が確認された。まず、親の死亡前

に子供が親の主な介護者だった場合、そうでな

かった子供と比べて、生存配偶者と子供全体で

の遺産配分で子供の方がより多く受け取る傾向

が見られた。また、子供同士での遺産配分にお

いても、親の介護をしていた子供が他の兄弟姉

妹よりも遺産を多く受け取る傾向が確認された。

さらに、調査時点において親から生前贈与を受

け取っている子供は、親と同居したり、親を介

護したりしている割合が高かった。過去の生前

贈与の受取（敷地・住宅取得や結婚の際の親か

らの経済的援助）と調査時点の同居や介護の間

にも正の関係が見られた。本稿のこれらの分析

は記述統計に基づくものであるため、世代間資

産移転と家族介護の間に因果関係があるとまで

は言えないが、両者の間に強い相関がある（あ

った）ことが示唆される。最後に、近年、世代

間資産移転と家族介護の関係に変化が見られる

か確認したところ、家族介護の割合が低下して

いることと、若い世代では親の老後の面倒を看

た子供が遺産を多く受け取る傾向が弱まってい

ることが分かった。

　本稿の構成は以下の通りである。2 節で分析に

用いるデータの概要を説明した後、3 節で世代間

資産移転と家族介護を表す変数の定義を説明す

る。4 節ではそれらの変数を用いて行った分析結

動機を直接尋ねたもの（Horioka,2002; 2014 など）

と、実際の遺産配分のデータから遺産動機を推

測したもの（濱秋, 2016；Hamaaki, et al. 2016）

の二つに大きく分けられる。前者の方法では回

答者が必ずしも実際の遺産動機を答えない恐れ

があるため、実際の行動から動機を推測する方

がより正確な遺産動機を知ることができよう。

濱秋（2016）や Hamaaki, et al.（2016）では、親と

同居した子供が遺産のより多くの割合を相続す

るという関係が明らかにされたが、子供による親

の介護と相続割合の関係は分析されていない 2）。

　海外に目を向けると、米国を対象として分

析 を 行 っ た Brown（2006）や Groneck（2017）

で、子供による親の介護と遺産の受取の関係が

分析されている。その結果、どちらの研究でも、

親の介護を行った子供の方がそうでない子供

よりも、遺産を受け取る確率や遺産の受取額が

有意に大きいことが示されている。生前贈与に

ついては、同一時点における親からの贈与の受

取と介護の間に正の関係が見られるという結

果（Norton and Van Houtven, 2006; Norton et 

al. 2013）と、両者の間に有意な関係が見られな

い（あるいは負の関係が見られる）という結果 

（McGarry and Schoeni, 1997; Jiménez-Martín 

and Prieto, 2015）を得ている研究があり、その

背後にあるメカニズムも含めてコンセンサスは

得られていない。一方、親からの贈与の受取と

親の介護が必ずしも同じタイミングで生じると

は限らない可能性を考慮した研究も行われてい

る。Henretta et al.（1997）や Ciani and Deiana

（2017）は、過去の親からの生前贈与が調査時点

の子供の介護行動に与える影響を分析し、両者

に正の関係があることを明らかにした。

　本稿では、親子間での実際の世代間資産移転

の授受の分かるわが国の個票データに基づいて、

世代間資産移転と家族介護の関係及びその近年
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取と介護の関係を分析することが可能となる。

一方、調査対象者が比較的若い年齢層に限定さ

れているため、親からの生前贈与や遺産の受取

を経験した者が少ないことには留意が必要であ

る。

（2） 家計と貯蓄に関する調査
　「家計と貯蓄に関する調査」の目的は、人口構

成や家族構造の変化及び家計を取り巻く金融環

境の変化に伴う家計部門の金融行動の変化を把

握することである。初回の調査は 1988 年に行わ

れ、それ以降隔年で 2006 年まで調査が実施され、

その後中断期間を経て 2013 年以降隔年で調査が

行われている。この調査は家計研データのよう

に同じ世帯を追跡するパネル調査ではなく、毎

回調査対象が異なるクロスセクションデータで

ある。対象者の抽出は全国を対象とした層化多

段階無作為抽出（ただし、2013 年以降は層化二

段階無作為抽出）で行われており、調査時期は

毎年 11 月から 12 月である。本稿では、1988 年

から 2015 年までのデータのうち、兄弟姉妹間で

の遺産配分の情報が入手可能な 1998 年以降の 6

回分（データの提供を受けられなかった 2006 年

調査を除く）のデータを用いる。

　ゆうちょ財団データは各年 5,000 － 9,000 世帯

を対象に調査を行っておりサンプルサイズが大

きいことと 3）、（家計研データのように若年層に

限定せず）世帯主が 20 歳以上 80 歳未満の世帯

を調査対象としているため生前贈与や遺産の受

取経験のある中高齢者が含まれているという強

みがある。しかし、家計研データと異なりパネ

ル構造は無いため、二つのデータセットを補完

的に用い、両者の強みを活かして分析を行う。

3　分析に用いた変数
　この節では、本稿の分析で用いた世代間資産

果について議論し、最後に 5 節で結論を述べる。

2　データソース
　この節では、本稿の分析で用いた家計研デー

タ（「消費生活に関するパネル調査」）とゆうち

ょ財団データ（「家計と貯蓄に関する調査」）の

調査の概要をそれぞれ説明する。

（1） 消費生活に関するパネル調査
　「消費生活に関するパネル調査」は、調査開始

時点において 24 － 34 歳であった女性及びその

家族を調査対象とし、同じ対象世帯について年に

一度、消費、貯蓄、就労状況や家族の状況等を

追跡したパネル調査である。対象者の抽出は全

国を対象とした層化二段階無作為抽出で行われ

ており、調査時期は毎年 10 月である。調査を開

始した 1993 年時点では全国の 24－34 歳の女性

1,500 人（世帯）が対象とされたが、調査開始から

5 年目の 1997 年に 24 － 27 歳であった 500 人（世

帯）、11 年目の 2003 年に 24 － 29 歳であった

836 人（世帯）、16 年目の 2008 年に 24 － 28 歳

であった 636 人（世帯）、及び 21 年目の 2013 年

に 24 － 28 歳であった 649 人（世帯）を新たな調

査対象に加えることで、対象者が脱落すること

による調査対象者数の減少を補っている。本稿

では、外部利用者による個票利用が認められた

1993 年から 2014 年までのデータを用いる。

　世代間資産移転と家族介護の関係を分析する

上で、このデータの強みはパネル調査であるこ

とと、過去一年間に起こった遺産や生前贈与の

受取を（原則として）毎年尋ねているため（過

去の受取を思い出す場合と比べて）それらにつ

いて正確な情報が入手できることである。パネ

ル調査であることによって、たとえば、回答者

の過去の生前贈与の受取と現在の親の介護状況

の関係など、時点の異なる世代間資産移転の受
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の相続割合がどのように変化するかを分析する。

　他方、ゆうちょ財団データからは各相続人の

遺産の相続割合を知ることはできないが、1998

年の調査以降は親から受け取った両親の遺産を

回答者が兄弟姉妹間でどのように分けたかを知

ることができる。年によって選択肢の文言に変

化が見られるが、「ほぼ均等に分けられた」、「介

護など親の面倒を看た子供に多く（もしくは全

部）分けた」、「家業などを継いだ子供に多く（も

しくは全部）分けた」、「長男・長女に多く（も

しくは全部）分けた」、「子供が 1 人なのでその

子供がすべてを相続した」、「その他」の六つに

分類可能である 4）。ただし、このゆうちょ財団デ

ータの遺産配分の情報を用いる際には、遺産に

生前贈与を含めて兄弟姉妹間での財産の配分を

答えるようにという指示が質問文に記されてい

ることに注意しなければならない。回答者が実

際に遺産に生前贈与の受取を含めて回答してい

れば、（多くの先行研究で指摘されているように

生前贈与は遺産よりも兄弟姉妹間で不等分され

やすいため）遺産の配分だけを見た場合よりも

均等に分けられたと回答する割合が低くなる可

能性がある 5）。

（2） 生前贈与
　家計研データではいくつかの質問によって回

答者（あるいはその配偶者）の親からの生前贈

与の受取状況を尋ねているが、ゆうちょ財団デ

ータでは回答者が親から受け取った生前贈与の

情報を遺産と切り離して知ることはできない。

したがって、本稿で生前贈与と家族介護の関係

を分析する際には家計研データのみを用いる。

親は子供に様々な場面で贈与を行っているため、

家計研データでも複数の生前贈与の受取を表す

変数を定義する。まず、調査時点で「住宅ロー

ン返済」、「家賃、地代」、「生活費」、「子どもの

移転に関する変数と回答者（あるいはその配偶

者）が親に対して行う介護に関する変数の定義

を説明する。

（1） 遺産配分
　家計研データでは、回答者（あるいはその配

偶者）が過去に親の遺産を兄弟姉妹間でどのよ

うに分けたかを尋ねている。年によって質問の

文言に違いはあるものの、サンプル期間を通じ

て、「亡くなった方の子どもが相続した遺産はど

のように配分されましたか」という質問がなさ

れ、これに対して「均等に配分された」、「長男

が全部相続した」、「長男が多く相続した」、「長

男以外の子が全部相続した」、「長男以外の子が

多く相続した」、「どの子どもも遺産を全く相続

しなかった」、及び「その他」の選択肢が用意さ

れている。本稿の分析に際しては、これらのう

ち定性的には同じと考えられる選択肢を統合し

て「均等に配分された」、「長男が全部あるいは

多く相続した」、「長男以外の子が全部あるいは

多く相続した」、「どの子供も遺産を全く相続し

なかった」、「その他」の五つに分類し直した。

　家計研データからは、遺産配分の情報に加え

て、2002 年の調査までは各相続人がそれぞれ親

の遺産のうちどれくらいの割合を受け取ったか

も知ることができる。しかし、各相続人の相続

割合を計算するには回答者の兄弟姉妹構成の情

報などを使う必要があり、その情報に欠損があ

ると相続割合を正確に計算できない。一方、生

存配偶者の相続割合は回答者が記入していれば

何の計算もせずに得られる。そこで、本稿では、

被相続人の配偶者（回答者あるいはその配偶者

の親であり、以下では生存配偶者と呼ぶ）の相

続割合に着目し、被相続人の子供である回答者

（あるいはその配偶者）が被相続人の介護を行っ

ていた場合とそうでない場合とで、生存配偶者
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の同居の有無も家族介護を表す変数の一つとし

て分析に用いる。

　ゆうちょ財団データでは回答者に親の介護状

況を尋ねていないが、上述のように遺産配分の

質問の選択肢の中に「介護など親の面倒を見た

子供に多く（もしくは全部）分けた」というも

のがあるため、これを用いて家族介護と遺産の

関係を見ることができる。

4　分析結果
（1） 遺産と家族介護の関係
　回答者（あるいはその配偶者）の親からの遺

産の受取と家族介護の関係を見る際には、まず、

生存配偶者（被相続人の配偶者）と被相続人の

子供の間の遺産の配分、つぎに、被相続人の介

護を行った子供とそうでなかった子供の間の遺

産の配分を確認する。表 1 には、主な介護者別

に生存配偶者の相続割合の分布が示されている9）。

これによると、回答者（の配偶者）かその兄弟姉

妹が被相続人の主な介護者だった場合、約 38%

の相続案件において生存配偶者の相続割合が 10

割（生存配偶者がすべて相続）となるが、主な

介護者が回答者（の配偶者）かその兄弟姉妹以外

だった場合や被相続人が介護を必要としなかっ

た場合には、その値が約 55% に上がる。換言す

ると、子供が被相続人を介護していた場合、生

存配偶者の相続割合が低下し、子供がより多く

の割合を相続する傾向があると言える。表 2 に

は、回答者（の配偶者）かその兄弟姉妹が主な介

護者の場合について、その介護期間別に生存配

偶者の相続割合の平均値が示されている。介護

期間が長くなると生存配偶者の相続割合が低下

し、子供が受け取る割合が上昇していることが

分かる。したがって、介護を行ったか否かだけ

でなく、介護を長い期間行ったことも、遺産配

分の際に考慮されるようである。

ための費用（教育費、服、その他の費用など）」、「そ

の他」のうち親から出してもらっているものの

有無（以下、「生活費などの補助」）が（複数回

答で）尋ねられている。また、過去の敷地・住

宅取得の際の親からの援助の有無、及び、結婚

費用 6）を賄う際の親からの援助の有無について

も尋ねられている 7）。この他にも、過去一年間

に回答者とその配偶者の親からそれぞれ金融資

産と実物資産の受取の有無とその額が尋ねられ

ているが、これらを受け取ったと回答している

世帯は毎年 2% 前後と非常に少ない。そこで、本

稿では親からの生前贈与に親からの金融・実物

資産の受取を含めず、上述の生活費などの補助、

敷地・住宅取得の際の援助 8）、及び結婚費用の援

助の三つに着目して回答者（あるいはその配偶

者）の介護の提供との関係を分析することとし

た。

（3） 家族介護
　家計研データからは、遺産を遺して亡くなっ

た回答者（あるいはその配偶者）の親について、

亡くなるまでに介護を必要としたか、その介護

期間、主な介護者などを知ることができる。ま

た、回答者とその配偶者それぞれの親（回答者

が未婚の場合は回答者の親）について、調査時

点で「親のお世話（家事、介護、訪問）」をして

いるかが分かる。ただし、親に対する家事・介

護・訪問の実施に関する質問が同じ文言でなさ

れているのは調査開始後 12 年目の 2004 年以降

である。また、回答者（あるいは回答者夫婦）が

親と同居しているかも分かる。この質問は調査

開始以降すべての年でほぼ同じ文言と形式で行

われており、分析の際にサンプルサイズを確保

しやすいという利点がある。また、親との同居

を介護提供の代理変数としている先行研究もあ

ることから、「親のお世話」の有無の他に、親と
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ある。相続割合を正確に答えるには各相続人の

相続割合を思い出す必要があるが、遺産配分は

七つの選択肢から一つ選ぶだけで答えられるた

め、この回答を使う方がサンプルサイズを確保

しやすいという利点がある。表 3 には、主な介

護者別に「どの子供も遺産を全く相続しなかっ

た」と答えた回答者の割合が示されている 10）。

これによると、回答者（の配偶者）かその兄弟姉

妹が主な介護者だった場合、どの子供も全く相

続しないのは約 29% の相続案件でしか起こらな

いが、主な介護者が回答者（の配偶者）かその兄

弟姉妹以外だった場合には、その値が約 45% に

上がる。この結果は表 1 と整合的である。

　つぎに、子供間での遺産配分において、被相

続人を介護した子供に多く受け取らせるような

　生存配偶者と被相続人の子供の間の遺産の配

分は、生存配偶者の相続割合に着目する以外に、

回答者（あるいはその配偶者）の兄弟姉妹間で

の遺産配分を尋ねた質問を使った分析も可能で

表 1　主な介護者別の生存配偶者の相続割合の分布

主な介護者 回答者（の配偶者）か
その兄弟姉妹

回答者（の配偶者）か
その兄弟姉妹以外

なし
（被相続人が介護を
必要としなかった）

生存配偶者の
相続割合 割合（%） 割合（%） 割合（%）

0 27.6 6.3 10.3
1 6.9 1.8 1.0
2 3.5 1.8 2.1
3 0 0.9 1.0
4 3.5 8.9 2.1
5 13.8 16.1 18.6
6 3.5 5.4 6.2
7 0 2.7 2.1
8 0 0 2.1
9 3.5 0.9 0
10 37.9 55.4 54.6

観測値数 29 112 97
注）家計経済研究所「消費生活に関するパネル調査」の個票データに基づき著者作成。

表 2　回答者（の配偶者）かその兄弟姉妹の介護
期間別の生存配偶者の相続割合の平均値

介護期間 生存配偶者の相続割合の
平均値

3 か月以下 6.3
4 か月以上 1 年以下 4.3
1 年以上 3.8
観測値数 29
注 1）家計経済研究所「消費生活に関するパネル調査」

の個票データに基づき著者作成。
注 2）「介護期間」とは、回答者（の配偶者）かその兄弟

姉妹が主な介護者として被相続人を介護していた
期間である。

表 3　主な介護者別の「どの子供も遺産を全く相続しなかった」割合

主な介護者 回答者（の配偶者）か
その兄弟姉妹

回答者（の配偶者）か
その兄弟姉妹以外

割合（%） 割合（%）
どの子供も遺産を全く相続しなかった 28.8 45.2
観測値数 118 392
注）家計経済研究所「消費生活に関するパネル調査」の個票データに基づき著者作成。
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も遺産が不均等に配分される割合が約 10% ポイ

ント高い。したがって、生存配偶者と子供の間

の遺産の配分だけでなく、子供間での遺産の配

分でも被相続人の介護を行った者への配慮がな

されていることが示唆される。このことは、表

6 に示されたゆうちょ財団データにおける遺産

配分の分布からも確認できる。ゆうちょ財団デ

ータからは、介護などの親の面倒を看た子供が

遺産を多く受け取っているかが分かるが、相続

案件の 2 割弱でそのような配慮がなされている。

　最後に、家計研データで、より多く遺産を相

続した子供が被相続人の介護などをしていたか

が分かるので、これを用いた分析を行う。具体

的には、遺産を全部または多く相続した子供が

被相続人との同居、被相続人の介護、家事、扶

養（経済的援助）、家業の継承をそれぞれ行った

かが尋ねられている 12）。表 7 に結果が示されて

おり、より多く遺産を受け取った者は親と同居

していた割合が非常に高く約 70% である 13）。介

配慮が働いているかを確認する。表 4 には、被

相続人が亡くなる前に介護を必要とした場合と

そうでなかった場合について、遺産が子供間で

どのように配分されたかが示されている 11）。こ

れによると、被相続人が介護を必要としていた

か否かによって、遺産が均等に配分された割合

に大きな違いは見られず、差は 4% ポイントに過

ぎない。介護「必要あり」の中には、生存配偶

者が介護を担っていた相続案件も含まれており

（この場合、子供間で介護への貢献に差が付かな

いため遺産配分は均等になると思われる）、子供

が介護していた場合の遺産配分の不均等の増加

を相殺する可能性がある。そこで、介護が必要

だった相続案件に対象を絞り、回答者（の配偶

者）かその兄弟姉妹が主な介護者だった場合と

それ以外の人が主な介護者だった場合とで、遺

産配分の分布を比較してみる。結果が表 5 に示

されており、回答者（の配偶者）かその兄弟姉妹

が主な介護者だった場合、そうでない場合より

表 4　被相続人の介護の必要の有無別の遺産配分のパターン

被相続人の介護の必要の有無 必要あり 必要なし 計
割合（%） 割合（%） 割合（%）

均等に配分された 30.3 34.1 31.8
長男が全部あるいは多く相続した 36.0 37.3 36.5
長男以外の子が全部あるいは多く相続した 8.8 7.8 8.4
その他 14.2 7.4 11.4
不明 10.7 13.4 11.8
観測値数 317 217 534
注）家計経済研究所「消費生活に関するパネル調査」の個票データに基づき著者作成。

表 5　主な介護者別の遺産配分のパターン

主な介護者 回答者（の配偶者）か
その兄弟姉妹

回答者（の配偶者）か
その兄弟姉妹以外

割合（%） 割合（%）
均等に配分された 23.7 33.5
長男が全部あるいは多く相続した 39.2 34.4
長男以外の子が全部あるいは多く相続した 17.5 5.0
その他 10.3 15.8
不明 9.3 11.3
計 97 221
注）家計経済研究所「消費生活に関するパネル調査」の個票データに基づき著者作成。
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　表 8 に調査時点での生前贈与の受取と親との

同居と介護（「親のお世話（家事、介護、訪問）」）

の関係が示されている 14）。なお、回答者が親と

同居している場合、親が自分の生活費に相当す

る額を回答者に渡している可能性があり、その

場合は親子の同居と生前贈与の授受が本来より

も強く結びついているように見える恐れがある。

これを避けるために、表 8 では親との同居に「親

と同一建物で、生計を共にしている」世帯を含

めず、生計を別にした同居（「親と同一建物で、

生計が別」及び「親と同一敷地内の別建物に居

住」）のみを同居に含めている。表 8 によると、

親から生活費などを出してもらっている世帯の

方がそうでない世帯よりも家事・介護・訪問と

同居をする確率が高い。

　一方、表 9 には過去の生前贈与の受取と調査

時点での親との同居・介護の関係が示されてい

る。これによると、敷地や住宅取得の際の資金

を自己資金で賄った世帯よりも親から援助を受

けた世帯の方が家事・介護・訪問と同居をする

確率が高い。同様に、親から結婚資金の援助を

護も 38% とその次に高い。また、被相続人が死

亡前に介護の必要があった相続案件に限定すれ

ば、介護していた割合は 43% に上昇することか

ら、遺産配分の際に同居や介護を行った者への

配慮がなされていると考えられる。

（2） 生前贈与と家族介護の関係
　回答者（あるいはその配偶者）による親から

の生前贈与の受取と家族介護の関係を見るため

に、まず、調査時点での生前贈与の受取と親と

の同居・介護という同時点の関係を確認し、つ

ぎに、過去の生前贈与の受取と調査時点での親

との同居・介護という異時点間の関係を確認す

る。調査時点での親からの生前贈与の受取を表

す変数として、家計研データの「住宅ローン返

済」、「家賃、地代」、「生活費」、「子どものため

の費用」、「その他」のうち親から出してもらっ

ているものの有無を用いる。一方、過去の生前

贈与の受取として、敷地・住宅取得の際の親か

らの援助の有無、及び、結婚費用を賄う際の親

からの援助の有無を用いる。

表 6　ゆうちょ財団データに基づく遺産配分のパターン
割合（%）

ほぼ均等に分けられた 32.8
長男・長女に多く（もしくは全部）分けた 9.0
介護など親の面倒を看た子どもに多く（もしくは全部）分けた 18.4
家業などを継いだ子どもに多く（もしくは全部）分けた 22.3
その他 7.4
不明 10.1
観測値数 3,076
注）ゆうちょ財団「家計と貯蓄に関する調査」の個票データに基づき著者作成。

表 7　遺産を全部または多く相続した回答者（あるいはその配偶者）が被相続人に行っていたこと

同居 介護 家事 扶養
（経済的援助）

家業を
継いだ

いずれも
しなかった

割合（%） 69.8 38.2 20.5 27.9 34.3 15.0
観測値数 262 259 151 262 213 247
注）家計経済研究所「消費生活に関するパネル調査」の個票データに基づき著者作成。

73 季刊　個人金融　2018 春



特 集   介 護 問 題 と 家 計

活基礎調査」の年別の公表データから、主な介

護者が（被相続人の）家族・親族である割合を

各年について算出した。家計研データで主な介

護者を尋ねる場合、被相続人の家族・親族の他

に「家政婦・ホームヘルパー」や「介護保険利

用のホームヘルパー」（2003 年以降の調査票）

という選択肢も用意されているため、これらの

選択肢のうち家族・親族が主な介護者と回答さ

れた割合を求めた 15）。一方、「国民生活基礎調査」

の介護票（3 年に一回実施）からは、要介護者（「介

護保険法の要支援又は要介護と認定された者の

うち、在宅の者」）を主に介護している者が分か

るため、主な介護者が家族・親族である割合を

求められる。また、「国民生活基礎調査」では主

な介護者が要介護者と同居しているか別居して

いるかも分かる。

　図 1 に二つのデータから算出した主な介護者

が家族・親族である割合がプロットされている 16）。

家計研データと「国民生活基礎調査」のいずれ

受けなかった世帯よりも受けた世帯の方が家事・

介護・訪問と同居を行う傾向が見られる。

（3） 近年の世代間資産移転と家族介護の関係
の変化

　これまでの分析から、世代間資産移転と家族

介護は強い相関を持つことが示唆される結果が

得られたが、この傾向は今後も変わらないので

あろうか。2000 年に介護保険制度が創設され、

介護を家族に頼るしかないという状況では必ず

しもなくなったため、世代間資産移転と家族介

護の関係は今後徐々に弱まってもおかしくはな

い。一方、家族介護と介護保険制度で提供され

る介護サービスが代替的でなく、介護を必要と

する人々が家族による介護を望む場合には、両

者の結びつきは今後も維持されるかもしれない。

　まず、家族介護がどのくらい広く行われてい

るか、及びその時系列的な変化を確認する。そ

のために、家計研データと厚生労働省「国民生

表 8　調査時点での親からの生前贈与の受取と同居・介護状況
親から生活費などを

一部でも出してもらっているか
調査時点での親との
同居・介護の状況 出してもらっていない 出してもらっている

家事・介護・訪問（%） 12.0 18.9
観測値数 17,789 4,715
同居（%） 12.7 36.6
観測値数 22,563 3,352
注）家計経済研究所「消費生活に関するパネル調査」の個票データに基づき著者作成。

表 9　過去の親からの生前贈与の受取と現在の同居・介護状況
敷地・住宅取得資金を

賄った方法
親からの結婚資金の

援助の有無
調査時点での親との
同居・介護の状況 自己資金 親から

資金援助 援助なし 援助あり

家事・介護・訪問（%） 8.5 14.9 11.8 19.5
観測値数 857 2,304 8,698 7,465
同居（%） 14.9 22.6 28.7 35.3
観測値数 893 3,659 13,980 15,121
注）家計経済研究所「消費生活に関するパネル調査」の個票データに基づき著者作成。
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親の面倒を看た子供が遺産を多く受け取った」

が全体に占める割合を回答者の生まれ年別にプ

ロットする。これによって、異なる生まれ年の

回答者が同じ年齢（階級）で親を亡くした場合

に、より最近生まれた者ほど親の介護をしても

遺産を多く受け取ることができなくなっている

かを確認できる 17）。図 2 にその結果が示されて

おり、より最近生まれた世代ほど親の面倒を看

た子供が遺産を多く受け取る割合が低下してい

ることが分かる。したがって、世代間資産移転

と家族介護の相関は、弱まりつつあることが示

唆される。

5　結論
　本稿では、二つのデータセットを用いて、世

代間資産移転と家族介護の関係及びその近年の

変化を分析した。まず、子供による親の介護と

遺産相続の関係を分析したところ、親の死亡前

でも、主な介護者が家族・親族である割合は一

貫して 50% を超えており高い水準ではあるが、

徐々に低下しているように見える。また、「国民

生活基礎調査」からは、主な介護者が要介護者

と同居している割合が徐々に低下し、別居しな

がら介護する割合がわずかながら上昇している

ことも分かる。しかし、これらの傾向が介護保

険制度創設の影響とは必ずしも言えない。介護

保険制度の影響の他に、子供と同居しない世帯

の増加という世帯構造の変化や、女性の社会進

出によって従来主に介護を担っていた女性の介

護を行う機会費用が高まったことなども、家族

介護が徐々に少なくなってきている理由かもし

れないからである。

　つぎに、遺産と家族介護の関係がどのように

変化しているかを、ゆうちょ財団データを使っ

て確認したい。具体的には、横軸に回答者の年

齢をとり、遺産配分の選択肢のうち「介護など
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家計研データ 国民生活基礎調査（計） 国民生活基礎調査（同居） 国民生活基礎調査（別居）

図 1 主な介護者が家族・親族である割合の推移 

注）家計経済研究所「消費生活に関するパネル調査」の個票データ、及び厚生労働省「国民生活
　基礎調査の概況」各年版に基づき著者作成。
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間が経過するにつれて）この影響は弱まってい

くと考えられる。本稿の最後の分析で見られた

遺産と介護の関係の変化は、家制度の下でそう

であったような財産の相続と親の扶養・介護を

セットで考える人が徐々に少なくなっているこ

とを反映している可能性がある。そうであれば、

家族介護のあり方も今後徐々に変化していくた

め、それを踏まえた介護政策の検討が必要にな

るかもしれない。

　最後に本稿の限界であるが、本稿はあくまで

も世代間資産移転の多寡と家族介護の確率の間

の相関を確認したに過ぎず、一方から他方への

因果関係を識別できたわけではない。Groneck 

（2017, pp.532-533）で指摘されているように、親

子間の仲のよさが（子供が）親を介護する確率と

（親の）遺産額の両方に正の影響を与えると、介

護と遺産額に正の関係が生じる。今後はこの内

生性のバイアスを取り除き、両者の関係をより

正確に評価していく必要があるだろう。また、

に子供が主な介護者だった場合、生存配偶者と

子供の間の遺産配分において子供がより多くの

割合を受け取ることと、子供間での遺産配分に

おいても親の介護をしていた子供が他の兄弟姉

妹よりも多くの割合を受け取る傾向が確認され

た。つぎに、親の介護と生前贈与の受取の関係

を分析したところ、親からの生前贈与の受取は

親との同居確率や親を介護する確率と正の関係

を持つことが分かった。本稿の結果は概ね海外

の先行研究と整合的な結果と言える。最後に、

介護保険制度創設以降、世代間資産移転と家族

介護の関係に変化が見られるか確認したところ、

家族介護の割合が徐々に低下していることと、

若い世代では親の老後の面倒を看た子供が遺産

を多く受け取る傾向が弱まりつつあることが分

かった。

　Hamaaki et al. （2016）で指摘されているように、

わが国の遺産配分は家（イエ）制度の影響を受け

ているが、時間とともに（家制度の廃止から時

図 2 「親の面倒を看た子供に遺産を多く分けた」割合 

0%

5%

10%

15%

20%

25%

回答者の年齢階級

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

1930年代以前生まれ 1940年代生まれ 1950年代生まれ 1960年代以降生まれ

注1）ゆうちょ財団「家計と貯蓄に関する調査」の個票データに基づき著者作成。
注2）各線は、回答者の生まれ年別に計算した「親の面倒を看た子供に遺産を多く分けた」
　 が選択された割合を表す。
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再開後は 34 － 35% へと回収率が大きく低下して

いるため、サンプルサイズが必ずしも大きいとは

言えない。しかし、各年のデータをプールして分

析に用いることで、家計研データよりも観測値を

多く確保できる。

4）1998 年と 2000 年の調査の選択肢には「所得の

低い子供に多く、もしくは全部」があり、2002 年、

2004 年、2013 年の調査の選択肢には「家業など

を継がなかった子供に多く（もしくは全部）分け

た」が含まれる。分析にあたって選択肢を統合す

る際には、これらの選択肢は「その他」に含めた。

5）回答者は兄弟姉妹のうちの誰がどれだけ親から

生前贈与を受け取ったかを正確には知ることがで

きないと考えられる。したがって、ゆうちょ財団

データの遺産配分の回答には遺産の配分のみが反

映されている可能性もある。

6）結婚費用には、「婚約記念品」、「その他婚約関係」、

「挙式・披露宴」、「仲人へのお礼」、「新婚旅行」、「家

具・電気製品・台所用品等」、「着物・洋服・装飾

品等」、「住居（新しく借りた場合）」、及び「その他」

が含まれる。

7）結婚に際しての親からの援助の有無は、1995 年

以降の調査で過去一年間に結婚した回答者に尋ね

ている。また、1993 年の調査開始時点で結婚して

いた人や、1993 年から 1994 年にかけて結婚した

回答者については、1994 年調査で過去にさかの

ぼって尋ねている。また、1997 年の調査で新たに

調査対象になった回答者に対しては、結婚した年

と結婚費用を尋ねている。したがって、これらの

回答者は分析対象に含めた。しかし、その後新た

に調査対象になった人でその時点で結婚している

人については、結婚費用やそれを賄った方法が尋

ねられていないので、これらの観測値は分析には

用いなかった。

8）Ciani and Deiana （2017）では、過去の住宅取

得の際の親からの援助が調査時点における親の介

本稿で確認された世代間資産移転と家族介護の

関係をどのような遺産動機で説明できるかにつ

いても、検討が必要である。中村・丸山（2012, 

326 頁）や Groneck （2017, p.569）で指摘されて

いるように、世代間資産移転と家族介護の正の

関係は、親の戦略的遺産動機と利他的遺産動機

のいずれとも整合的であり、両者を識別するの

は難しい。これらの問題を解決し世代間資産移

転と家族介護の関係を明らかにすることは、適

切な介護政策を設計する上でも重要と考えられ、

今後の研究の深化が望まれる。

【注】

*）本研究の実施に当たり、厚生労働科学研究費補

助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究

事業））「社会保障制度の制度改正の政策効果及

び人口減少と世帯の多様性に対応した社会保障制

度・地域のあり方に関する研究」（課題番号 H27-

政策 - 一般 -004）と JSPS 科研費 16K17136 から研

究費の助成を受けた。また、公益財団法人家計経

済研究所と一般財団法人ゆうちょ財団からそれぞ

れ「消費生活に関するパネル調査」と「家計と貯

蓄に関する調査」の個票データの提供を受けた。

記して感謝申し上げたい。

1）清水谷・野口（2005）は、介護保険制度創設後

も長時間介護が解消しない理由の一つとして、家

族介護が遺産動機と結びついている可能性を指摘

している。

2）わが国では、親子間の実際の世代間資産移転の

授受に着目した研究はほとんどないが、将来の親

からの相続期待が調査時点における親の介護や親

との同居・近居に与える影響を分析した研究は比

較的多い。これらの研究については、中村・丸山

（2012）で研究動向が詳細にサーベイされている。

3）ただし、ゆうちょ財団データは、2013 年に調査

が再開される前の期間は 62% 前後の回収率だが、
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ため、表 8 を作成する際にはこのような観測値を

除外している（表 9 についても同様）。

15）家計研データの 3 年目の調査では過去一年間

に限定せずに過去に亡くなった親について主な介

護者を尋ねているため、4 年目以降と定義が異な

る。そこで、定義を合わせるために、家族・親族

が主な介護者の割合は 4 年目以降の調査に基づい

て毎年の値を算出した。

16）家計研データの主な介護者が家族・親族であ

る割合は、途中でコホートが追加されることによ

る値の変化を避けるため、調査初年度に調査対象

となったコホート A のみを用いて算出した。

17）回答者の親が若くして亡くなった場合、介護

が必要な状態にならないことが多いため、当然、

親の面倒を看た子が遺産を多く受け取る割合も低

くなるはずである。異なる生まれ年の回答者の遺

産配分を同じ年齢階級で比較することで、親が死

亡前に介護を必要とする度合いを同じにできる。
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